
付議事項の法的根拠 

 
〇健康保険法 

（運営委員会の職務） 

第七条の十九 次に掲げる事項については、理事長は、あらかじめ、運営委員会の議を経なければならない。 

一 定款の変更 

二 第七条の二十二第二項に規定する運営規則の変更 

三 協会の毎事業年度の事業計画並びに予算及び決算 

四～六 略 

２・３ 略 

 

（財務諸表等） 

第七条の二十八 協会は毎事業年度の決算を翌事業年度の五月三十一日までに完結しなければならない。 

２ 協会は、毎事業年度、賃借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類その他厚生労働省令で定める書類及びこれら

の附属明細書（以下「財務諸表」という。）を作成し、これに当該事業年度の事業報告書及び決算報告書（以下この条及び第二百十七条の二

第四号において「事業報告書等」という。）を添え、監事及び次条第二項の規定により選任された会計監査人の意見を付けて、決算完結後二

月以内に厚生労働大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 略 

４ 協会は第二項の規定による厚生労働大臣の承認を受けたときは、遅滞なく、財務諸表を官報に公告し、かつ、財務諸表及び事業報告書等

並びに同項の監事及び会計監査人の意見を記載した書面を、各事務所に備えて置き、厚生労働省令で定める期間、一般の閲覧に供しなけ

ればならない。 

資料１－１ 


